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2. 研究テーマ設定の背景～2060年とは～

2060年
→我々2000年前後生まれ世代が60～65歳を迎える年

● 若い世代の年金への興味や正しい理解がない

● 2000万円問題などで、年金へのネガティブな印象が深まっている

→老後の生活を若い頃から考えることが喫緊の課題

● 若い世代に興味を持ってもらうため、自分達が貰える年金額を試算
した上で、自助努力による資産形成・就労パターンの検討を促す
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2. 研究テーマ設定の背景 〜今回の研究目的〜

主役：2060年に年金を受給する私たち2000年前後生まれの世代

狙い：2019年に年金を受給する世代と同水準の生活を送ること

⇓しかし…

①マクロ経済スライドや人口構造の変化による年金給付水準の低下

②医療・介護保険料が今後増加する見込み

⇒不足額を補うには？
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2. 研究テーマ設定の背景 〜4つの視点〜

① 世帯形態

② 所得階層

③ 所得代替率

④ 医療・介護保険料
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2. 研究テーマ設定の背景 〜4つの視点〜

① 世帯形態

(引用) 総務省「人口動態・家族のあり方等社会構造の変化について」

世帯数の推移

● 政府の財政検証でモデル

世帯とされる専業主婦世帯

はもはやモデルではない

● 家族形態の変化に応じた

研究の必要性
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2. 研究テーマ設定の背景 〜4つの視点〜

② 所得階層
65歳以上の正規・非正規職員数

（引用）三菱UFJリサーチ&コンサルティング (2017)「2030年ま
での労働力人口・労働投入量の予測」

● 雇用形態の変化によって増加し

た低所得者層

● マクロ経済スライドは基礎年金

部分に働き、低所得者層に大き

く影響がある

● 所得階層に分けた研究の必要性
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年金受給額(22万円)-世帯保険料(0.28万)

モデル世帯[中所得]の手取り収入(35.7万円)

③ 所得代替率

手取り所得代替率…公的年金の給付水準を示す指標。手取り収入額に対する手取り年金

受給額の比率により示される。

ex)モデル世帯[中所得]の手取り年金の所得代替率(61.62%)＝

⚠財政検証における所得代替率とは異なる。

2. 研究テーマ設定の背景 〜4つの視点〜

年金受給額ー医療・介護保険料

現役世代の各世帯類型別・各所得階層別の手取り収入
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2. 研究テーマ設定の背景 〜所得代替率〜

（引用）厚生労働省「第９回社会保障審議会年金部会」2019年財政検証の結果についてより作成

年金額は増える 所得代替率は下がる
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2. 研究テーマ設定の背景 〜所得代替率〜

（引用）厚生労働省「第９回社会保障審議会年金部会」2019年財政検証の結果についてより作成

年金額は増える 所得代替率は下がる

現役世代と比べた相対的な生活水準は
下がってしまっているのでは？
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社会保障国民会議、サービス保障分科会（2008）
「社会保障国民会議における検討に資するために行う医療・介護費用のシミュレーション」より推計

⚠今回65歳以上は皆医療保険として後期高齢者医療保険に入っていると仮定する

医療(介護)費用

=医療(介護)の利用者数・患者数(a)＊各サービスの単価(b)＊単価の伸び(c)
＋窓口自己負担分

(a)現在の年齢階級別の受療率等（入院・外来の受療率、サービスごとの利用率）を固定して機械的に

将来の患者数や利用者数を計算

(b)現在の単価に一定の伸び率（c）を乗じて計算

④ 医療・介護保険料の増大

2. 研究テーマ設定の背景 ～4つの視点〜

13（引用）経済財政諮問会議 (2018) 「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」



医療(介護)にかかる費用

イメージ

後期高齢者医療保険について(2019年)
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現役世代の負担
(後期高齢者支援金)

42%



2. 研究テーマ設定の背景 ～4つの視点〜

一人当たり後期高齢者医療・介護保険料の算出方法

医療：後期高齢者=75歳以上の高齢者

介護：第一号被保険者=65歳以上の高齢者

1.医療(介護)費用を算出

2.自己負担割合を除き被保険者の保険料負担割合をかける

3.被保険者の人数で割る

（引用）健康保険組合連合会, （2019）,「図表で見る医療保障」, 株式会社ぎょうせい
（引用）国立社会保障・人口問題研究所, (2017), 「日本将来推計人口（平成29年度推計 出生中位・死亡中位）」
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後期高齢者医療保険

自己負担割合：10％ 2019 2025 2040 2060

国民医療費(兆円) 44.4 46.9 51.1 54.2

後期高齢者医療費(兆円) 19.8 23.8 28.1 34.4

後期高齢者保険料

負担割合(%) 8.00% 8.98% 10.65% 13.31%

75歳以上人口(万人) 1,837 2,180 2,239 2,387

保険料(円)
(平成30年度賃金換算) 6,450 7,355 10,038 14,392

（引用）社会保障国民会議、サービス保障分科会（2008）「社会保障国民会議における検討に資するために行う医療・介護費用のシミュレーション」より推計

2. 研究テーマ設定の背景 〜医療・介護保険料〜

約2.2倍
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介護保険(第一号被保険者)

2019 2025 2040 2060

介護総費用(兆円) 12.8 15.1 19.1 20.3

介護総費用(第一号)(兆円) 12.6 14.9 19.0 20.2

65歳以上保険料負担割合

(%) 22.9% 23.4% 26.8% 28.2%

65歳以上人数(万人) 3,579 3,677 3,921 3,540

保険料(円)
(平成30年度賃金換算) 6,042 7,131 9,728 12,056

（引用）社会保障国民会議、サービス保障分科会（2008）「社会保障国民会議における検討に資するために行う医療・介護費用のシミュレーション」より推計

2. 研究テーマ設定の背景 〜医療・介護保険料〜

約2倍
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2. 研究テーマ設定の背景 〜4つの視点〜

① 世帯形態

○ 政府の財政検証でモデル世帯とされる専業主婦世帯はもはやモデルではない

○ 家族形態の変化に応じた研究の必要性

② 所得階層

○ 雇用形態の変化によって増加した低所得者層

○ マクロ経済スライドは基礎年金部分に働き、低所得者層により影響がある

○ 所得階層に分けた研究の必要性
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2. 研究テーマ設定の背景 〜4つの視点〜

③ 所得代替率

○ 年金によって、老後の生活水準を保障する

○ それぞれの時代背景に合わせた相対的な価値で評価する

④ 医療・介護保険料

○ 医療・介護保険料の増加を考慮する必要性

○ 2060年には保険料が現在の2倍以上になる見込み
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3. 2060年の手取り年金水準

2060年
の

手取り
年金水準

家族構成の変化

非正規労働者
の増加

医療・介護保険
料の増加

マクロ経済スラ
イドによる調整

研究の流れ
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3. 2060年の手取り年金水準

1. モデル世帯「平均的な男性賃金で45年間厚生年金に加入した夫と、45年間専業主

婦の夫婦」

2. 共働き世帯「夫婦共に正規雇用で45年間厚生年金に加入した世帯」

3. 単身女性正規世帯「正規の平均賃金で45年間厚生年金に加入した単身女性」

4. 単身女性非正規世帯「非正規の平均賃金で45年間厚生年金に加入した単身女性」

※基礎年金は40年加入

今回紹介する世帯モデル
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3. 2060年の手取り年金水準

23

所得階層の設定

・中所得世帯 → モデル世帯の場合 54.30万円

・低所得世帯…中所得の0.5倍と設定 → モデル世帯の場合 27.15万円

・高所得世帯…中所得の1.75倍と設定 → モデル世帯の場合 95.03万円



厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し─2019（令和元）年財政検証」参照

2029年以降はケースⅢを採用。

経済前提

単位:(%) 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029-

名目賃金上昇率 1.4 1.1 1.2 1.4 2.2 2.9 3.3 3.4 3.3 3.3 3.3 2.3

名目経済成長率 0.5 1.7 2.0 2.0 2.7 3.3 3.4 3.4 3.4 3.3 3.2 1.6

物価上昇率 0.7 0.7 0.8 1.0 1.4 1.7 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.2

3. 2060年の手取り年金水準

24

基礎年金は2019年に6.5万円、2060年に7.1万円

厚生年金は、2019年9万円、2060年13.4万円（現役男子）を基準に、賃金に比例しているとする。



3. 2060年の手取り年金水準

・男性の賃金平均は291,450円

・正規女性の賃金平均は263,600円

・非正規女性の賃金平均は189,700円

正規・非正規女性の賃金は平均男性賃金額との比較で求める

→    正規女性の賃金は平均男性賃金の約0.90倍

非正規女性の賃金は平均男性賃金の約0.65倍

賃金設定について

（引用）厚生労働省(2017)「平成29年賃金構造基本統計調査の概況」



不足額の計算について

理想値・・・2019年現在の年金受給者と同水準の生活（同じ所得代替率）を
維持できる手取り年金額

理想値＝2060年の現役世代の手取り収入×2019年の手取り年金の所得代替率

不足額・・・理想値と実際の手取り年金額の差額

3. 2060年の手取り年金水準
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2019年 2060年
低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

17.85 35.70 62.48 現役世帯収入(a) 27.15 54.30 95.03

18.73 24.47 33.07 世帯年金(b) 22.74 31.27 44.08

104.95% 68.53% 52.93% 所得代替率(b)÷(a) 83.74% 57.59% 46.38%

1.87 1.87 2.81 医療・介護保険料(c) 3.97 3.97 5.95

16.86 22.59 30.25 手取り年金(d)=(b)-(c) 18.77 27.30 38.12

94.45% 63.28% 48.43%
手取り年金の所得代替率

(e)=(d)÷(a) 69.13% 50.28% 40.12%
理想値

(f)=(2060のa) ×(2019のe) 25.64 34.36 46.02

不足額(g)=(f)-(d) 6.87 7.06 7.89

不足額割合(g)÷(d) 36.63% 25.85% 20.70%

3. 2060年の手取り年金水準 〜不足額の試算〜

モデル世帯
（単位：万円）
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2019年 2060年
低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

31.80 63.61 111.31 現役世帯収入(a) 48.37 96.74 169.30
23.21 33.43 48.75 世帯年金(b) 29.41 44.62 67.43

72.99% 52.56% 43.80% 所得代替率(b)÷(a) 60.79% 46.12% 39.83%
1.87 2.50 4.37 医療・介護保険料(c) 3.97 5.29 9.26

21.34 30.93 44.38 手取り年金(d)=(b)-(c) 25.44 39.33 58.17

67.10% 48.63% 39.87%
手取り年金の所得代替率

(e)=(d)÷(a) 52.59% 40.65% 34.36%

理想値

(f)=(2060のa) ×(2019のe) 32.46 47.05 67.50
不足額(g)=(f)-(d) 7.02 7.72 9.33
不足額割合(g)÷(d) 27.59% 19.63% 16.04%

3. 2060年の手取り年金水準 〜不足額の試算〜

共働き世帯（夫婦共に正規雇用） （単位：万円）
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2019年 2060年

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

13.95 27.91 48.84 現役世帯収入(a) 21.22 42.44 74.28

10.98 15.46 22.18 世帯年金(b) 13.33 19.56 28.91

78.70% 55.41% 45.43% 所得代替率(b)÷(a) 62.82% 46.09% 38.92%

0.62 1.25 1.25 医療・介護保険料(c) 1.32 2.64 4.63

10.36 14.21 20.94 手取り年金(d)=(b)-(c) 12.01 16.92 24.28

74.23% 50.93% 42.87%
手取り年金の所得代替率

(e)=(d)÷(a) 56.58% 39.86% 32.69%
理想値

(f)=(2060のa) ×(2019のe) 15.75 21.62 31.84

不足額(g)=(f)-(d) 3.74 4.70 7.56

不足額割合(g)÷(d) 31.18% 27.79% 31.15%

3. 2060年の手取り年金水準 〜不足額の試算〜

生涯単身女性正規雇用 （単位：万円）
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2019年 2060年

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

9.97 19.94 34.90 現役世帯収入(a) 15.17 30.33 53.08

9.70 12.91 17.71 世帯年金(b) 11.87 16.64 23.79

97.30% 64.71% 50.74% 所得代替率(b)÷(a) 78.25% 54.85% 44.81%

0.62 0.62 1.25 医療・介護保険料(c) 1.32 2.64 2.64

9.08 12.28 16.46 手取り年金(d)=(b)-(c) 10.55 13.99 21.14

91.04% 61.58% 47.16%
手取り年金の所得代替率

(e)=(d)÷(a) 69.53% 46.13% 39.83%
理想値

(f)=(2060のa) ×(2019のe) 13.81 18.68 25.04

不足額(g)=(f)-(d) 3.26 4.69 3.89

不足額割合(g)÷(d) 30.93% 33.50% 18.40%

3. 2060年の手取り年金水準 〜不足額の試算〜

生涯単身女性非正規雇用 （単位：万円）
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①払込期間の延長（就労延長）

②払込期間の延長＋受給繰り下げ

③受給繰り下げ＋iDeCoの利用

4. 3つの方法によるアプローチ

32



①払込期間の延長

20 6560

年金保険料払込期間 年金受給期間

拠出額

受給額

払込期間延長による増額

4. 3つの方法によるアプローチ

40

65+x歳

男性平均寿命
76.38歳

女性平均寿命
82.85歳

在職老齢年金による
給付カットは行わない

33



4. 3つの方法によるアプローチ

①払込期間の延長

年金払込期間を1年延長すると…
基礎年金 2.5%
所得比例部分 5.48% 増加する

〈モデル世帯 中所得の場合〉

不足額 ÷ (基礎年金額 × 0.025 ＋ 所得比例部分年金額 × 0.0548)
＝7.05 ÷ (14.2 × 0.025 ＋17.07 × 0.0548)
＝5.46(年)

34



4. 3つの方法によるアプローチ ①払込期間の延長
平均：5.52年
特に低所得層平均：7.22年

モデル世帯 共働き世帯

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

毎月の不足額（万円） 6.87 7.06 7.89 7.02 7.72 9.33

延長する年数（年） 8.36 5.47 3.96 5.91 3.82 2.85

単身女性世帯（正規） 単身女性世帯（非正規）

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

毎月の不足額（万円） 3.74 4.70 7.56 3.26 4.69 3.89

延長する年数（年） 7.21 5.46 5.51 7.43 6.69 3.56 35



②払込期間の延長＋受給繰り下げ

20 60

女性平均寿命
82.85歳

40

年金保険料払込期間 年金受給期間

払込期間延長による増額

65

拠出額

受給額

繰り下げ受給による増額
65+x歳

4. 3つの方法によるアプローチ

男性平均寿命
76.38歳

36



4. 3つの方法によるアプローチ

②払込期間の延長＋受給繰り下げ

〈モデル世帯 中所得の場合〉
不足額 ÷ (基礎年金額 × 0.025 ＋ 所得比例部分年金額 × 0.0548 ＋
合計年金額 × 0.084)

＝7.05 ÷ (14.2 × 0.025 ＋17.07 × 0.0548 ＋ 31.27 × 0.084)
＝1.80(年)

払込期間の延長
1年で
基礎年金 2.5%
所得比例部分 5.48% 増加

受給繰り下げ
1年で8.4%増加

払込期間の延長と受給繰り下げを同じ期間行う

37
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②払込期間の延長＋受給繰り下げ
平均：1.82年
特に低所得者平均：2.25年

4. 3つの方法によるアプローチ

モデル世帯 共働き世帯

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

毎月の不足額（万円） 6.87 7.06 7.89 7.02 7.72 9.33

延長と繰り下げる年数（年） 2.52 1.80 1.39 1.92 1.34 1.04

単身女性世帯（正規） 単身女性世帯（非正規）

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

毎月の不足額（万円） 3.74 4.70 7.56 3.26 4.69 3.89

延長と繰り下げる年数（年） 2.28 1.88 1.99 2.27 2.23 1.2638



20 6560

男性平均寿命
76.38歳

年金保険料払込期間 年金受給期間

拠出額

受給額

繰り下げ受給による増額

65+x歳

③受給繰り下げ＋iDeCoの利用

4. 3つの方法によるアプローチ
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女性平均寿命
82.85歳

iDeCoの利用による増額
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4. 3つの方法によるアプローチ

③受給繰り下げ＋iDeCoの利用

iDeCoの利用
繰り下げした期間の必要費用をiDeCo

によって補完する

● 拠出期間 40年間 (20歳から60歳)
● 運用利率 1.00%(複利)

繰り下げる年数 2.68年

毎年の理想値 ① 412.54万円

年金現価係数 ② 2.63831

必要な資産 ③=①×② 1087.07万円

減債基金係数 ④ 0.02046

毎年の拠出額 ⑤=③×④ 22.24万円

毎月の拠出額 ⑥=⑤÷12 1.85万円

〈モデル世帯 中所得の場合〉
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③受給繰り下げ＋iDeCoの利用
平均：2.74年

特に低所得層：3.26年

4. 3つの方法によるアプローチ

モデル世帯 共働き世帯

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

繰り下げる年数（年） 3.60 2.69 2.13 2.84 2.06 1.65

必要な資産（万円） 1082.61 1087.92 1159.11 1085.71 1145.16 1316.52

毎月の拠出額（万円） 1.85 1.85 1.98 1.85 1.95 2.24

賃金に占める割合 6.80% 3.42% 2.08% 3.83% 2.02% 1.33%
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4. 3つの方法によるアプローチ

③受給繰り下げ＋iDeCoの利用

単身女性世帯（正規） 単身女性世帯（非正規）

低所得 中所得 高所得 低所得 中所得 高所得

繰り下げる年数（年） 3.34 2.86 3.11 3.27 3.35 1.95

必要な資産（万円） 618.52 728.12 1165.94 530.73 735.70 576.52

毎月の拠出額（万円） 1.05 1.24 1.99 0.90 1.25 0.98

賃金に占める割合 4.97% 2.92% 2.68% 5.97% 4.13% 1.85%
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5. 総括 〜2060年に向けて〜

1. 将来もらえる年金の所得代替率が落ちてしまう

２.  加えて医療介護保険料も増える

→より多様な家族構成や雇用形態を考慮するべき

⒊世帯形態・所得階層別に手取り年金額を計算し、不足分
を補う方法として3つのアプローチを紹介した

45



5.総括 〜2060年に向けて〜

● 受給繰り下げと払込期間の延長（就労延長）

● 特に低所得者層で、拠出額の賃金に占める割合が高い
→低所得者層の拠出補助

● iDecoは個人が運用する仕組み。しかし金融知識を持つ人は
少ない

→金融リテラシー教育のさらなる拡充

政策提言
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ご静聴ありがとうございました
質疑応答に移ります

1. 研究テーマ

2. 研究テーマ設定の背景

3. 2060年の手取り年金水準

4. 3つの方法によるアプローチ

5. 総括
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（１）シミュレーションＡ（現状投影シナリオ）

（現状の年齢階級別・サービス類型別利用状況がそのまま続いたとした場合の機

械的計算 → 現状の医療・介護のサービス提供に関する問題点が解決されないま

ま今後も推移していくシナリオ）

医療：患者数：2017年度の患者調査から対人口比率を算出。

単価：2018年(&2000年)度社会医療診療行為別統計より算出。

→2018年の利用状況を素に2025・40・60年版を推計。

介護：2019年度 介護給付費実態調査、2018年度介護保険事業状況報告より算出。

医療・介護保険
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